
ステークホルダーからの 
信頼・共感

企業価値向上

循環型バリューチェーン

財務・資本政策

中長期的に企業価値を支える 
３つの基盤

事業の推進

基盤の強化

循環型 
バリューチェーン 

モデル

創る

育む

再生 
する

事業の推進

基盤の強化

“共創共生による価値創造力”

顧客基盤 人財基盤       技術・ 
ものづくり基盤

共創共生による 
価値創造力

4Chapter

主要6事業を柱に、安定したキャッシュ・フローの創出と持続的な成長を目指しています。各事業の現状と見通しを、不動産投資や海外展開、 
事業価値につながる環境への取り組みといった観点から捉え、最適な事業ポートフォリオの構築を通じた企業価値向上への取り組みを説明します。

事業の推進

事業別業績目標 ..........  38

　戸建住宅事業 ..........  39

　賃貸住宅事業 ..........  42

　マンション事業 ..........  44

　商業施設事業 ..........  46

　事業施設事業 ..........  48

　環境エネルギー事業 ..........  50

不動産投資の状況 ..........  52

社会的インパクト 
不動産の取り組み ..........  55

海外事業の取り組み ..........  57

環境行動計画とカーボンニュートラル実現のための移行計画 ..........  60

気候変動に関するリスクと機会（TCFDへの対応） ..........  61

自然資本に関するリスクと機会（TNFDへの対応） ..........  62

37 Integrated Report 2025Daiwa House Group



事業別業績目標

（億円）

売上高

2024年度 実績 2025年度 計画 2026年度 計画

戸建住宅 11,445 12,300 12,500

　うち海外 6,363 6,845 7,300

賃貸住宅 13,760 14,200 12,500

　うち海外 1,243 1,102 600

マンション 2,694 2,900 4,000

　うち海外 376 559 1,500

商業施設 12,271 13,000 12,500

　うち海外 153 117 250

事業施設 13,697 13,330 13,000

　うち海外 866 734 900

環境エネルギー 1,311 1,500 1,700

　うち海外 – – 20

その他 509 500 700

　うち海外 47 41 80

合計 54,348 56,000 55,000

　うち海外 9,050 9,400 10,000

　うち物件売却 4,300 3,573 4,500

　うちリブネス事業 4,055 約5,000

営業利益（営業利益率） 

2024年度 実績 2025年度 計画 2026年度 計画

698（6.1％） 760（6.2％） 1,000（8％）

592（9.3％） 600（8.8％） 750（10％）

1,299（9.4％） 1,370（9.6％） 1,200（10％）

32（2.6％） 33（3.0％） 100（17％）

109（4.0％） 150（5.2％） 250（6％）

▲113（–％） 0（–％） 180（12％）

1,459（11.9％） 1,620（12.5％） 1,600（13％）

0（0.1％） 10（8.5％） 50（20％）

1,596（11.7％） 1,460（11.0％） 1,600（12％）

40（4.6％） 21（2.9％） 90（ 10％）

124（9.5％） 130（8.7％） 100（6％）

–（–％） –（–％） 2（10％）

28（5.6％） 22（4.4％） 50（7％）

▲9（–％） ▲14（–％） ▲29（-％）

5.462（10.1％） 4,700（8.4％） 5,000（9％）

517（5.7％） 600（6.4％） 1,000（10％）

1,349（31.4︎％） 1,047（29.3％）

第7次中期経営計画では、戸建住宅事業、商業施設事業、事業施設事業を重点投資分野と位置づけ、規模拡大を目指すとともに、 
賃貸住宅事業、環境エネルギー事業においては、キャッシュ創出力の強化を進め、安定的な利益成長を図っています。

注　2026年度の計画は、2022年5月、7次中計策定時の計画です。

Chapter 4 事業の推進
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点検修繕

他社施工の 
住宅も取り込む

インテリア 国内・米国・豪州エリア

木造住宅鉄骨住宅 賃貸・店舗併用住宅

マイホーム購入・
住み替えニーズ

戸建住宅事業
循環型バリューチェーン

売上高（億円） 営業利益（億円）

ライフスタイルの変化に合わせた 
リノベーション・買取再販

創る

育む

再生 
する

人口減少や少子高齢化といった構造的な要因等により、中長期的に新設住宅着工戸数の

減少が見込まれるなか、事業拡大に向け、請負・分譲事業における売り方改革を推進。また、

リフォーム・買取再販などのリブネス事業も積極展開。

米国では、中長期的な人口増による経済の安定成長が見込まれるものの、足元では住宅ロー

ン金利の高止まりや、トランプ政権の関税政策の先行き不透明感もあり、消費者が様子見

の姿勢となるなか、さまざまな販売施策等を推進しながら事業を拡大。

　国内事業は売り方改革により、販売戸数は分譲住宅が増加するも、注文

住宅は想定より減少。リブネス事業は堅調に推移しており、業績に寄与。

　米国では、住宅ローン金利の高止まりにより、受注環境は大きく改善し

ないものの、中長期的な拡大を視野に従前より進めていた優良土地の確

保や、さまざまな販売施策が功を奏し業績は拡大。

 7次中計進捗のレビュー

市場環境と戦略

第7次中期経営計画の進捗

■ 国内 ■ 海外

4,732 

4,368 

4,543

4,967 

5,082 

6,363

5,455

 6,845

5,200 

 7,300 

（年度）2022 2023 2024 2025
（計画）

2026
（計画）

9,100 9,510 
11,445 

12,300 12,500 

■ 国内 ■ 海外

36 

315 

97 

368 

106 

592 

160 

600 

250 

750 

（年度）2022 2023 2024 2025
（計画）

2026
（計画）

465
351 

698 
760 

1,000 

国内

海外
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分譲事業の拡大と注文住宅の売り方改革

　分譲住宅では、「注文住宅と分譲住宅のいいとこどり」

をコンセプトに“Ready Made Housing.”の考え方を発信。

注文住宅で培ったノウハウを活かし、価格以上の価値を目

指した高品質な分譲住宅を提供しています。

　また、注文住宅においては、物価や建築資材・人件費

が高騰しているなか、住まいづくりに関わる各プロセスを

効率化することでコストや時間を意識し、自由設計と規

格住宅のいいとこどりをした選べる住まい “Smart Made 

Housing.”の考え方を発信提案しています。

　これらの取り組みを加速させることで、国内販売シェア

を拡大し、事業拡大につなげていきます。

お客さまのライフスタイルに合わせた提案

　国内は、高齢社会・人口減少の時代に突入し、空き家は

社会問題になっています。

　今後は住宅を新設するだけでなく、既存の住宅を上手

に活用していくことも必要な時代になります。 戸建住宅事

業のリブネス事業では、住まう人に寄り添いながら、ライフ

スタイルの変化に応じたリフォーム提案、転居が必要な場

合は、新たな物件の紹介（仲介）やオーナーさまからの住

宅購入も含めた買取再販事業も積極的に展開しています。

国内引渡戸数の推移（戸）

■ リフォーム　■ 買取再販　■ 仲介　■ その他　　

（年度）

429

282

687

70 458

22

878

71

1,469 1,430

621

313

271

67

1,273

2022 2023 2024

■ 注文住宅　■ 分譲住宅

5,164

1,596

（年度）
（計画）

4,191

1,571

3,424

1,760

5,762
5,184

2,810 

2,257 

5,067 

3,000

2,500

5,500

8,088

2,433

10,521

6,760

20252013 2021 2022 2023 2024

リブネス事業の売上高推移
取引様態別（億円）

請負・分譲事業の強化

設計の自由度

価
格

規格設計

Ready Made Housing.

Smart Made Housing.

セミオーダー商品

自由設計商品

分譲住宅
注文住宅

リブネス事業の拡大創る 再生 
する

注文住宅と変わらない品質で 
価格以上の価値のご提供

こだわりと納得できるコストをかなえる、
自由設計と規格商品のいいとこどり

お客さまの理想を叶える 
魅力ある付加価値提案
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人口動態、産業拠点をふまえ、安定的な市場成長が見込める東部・南部・西部を結ぶ 
「スマイルゾーン」で3社を軸に事業を展開 グループ間シナジーの創出

　定期的に日米の経営陣が集い、

大和ハウスグループの米国事業

の今後の拡大に向けた議論を実

施しています。直近では、2024年

11月にグループ入りした Alliance 

Residential社のCEOも参加し、協

業などの事業連携に向けた情報交

換を実施しました。

　今後の成長に向けた戦略的な議

論に加え、各社の取り組み事例の

紹介やグループ連携によるコスト削減に向けた議論も実施しています。

 グループ購買の取り組み

　米国事業におけるグループ購買を2022年に始動。グループ全体での調達の最適化に向

け、建材や住設機器のベンダーの統一を進めています。2024年度には複数のベンダーと契

約を締結し、グループ全体の利益率改善に寄与するとともに、外部環境の変動にも柔軟に

対応できる強靭なサプライチェーンの構築を進めています。

Trumark Companies

本社  カリフォルニア州

創業年  1988年

グループ 
入り年度  2020年

2024年度
引渡戸数  1,016戸

CastleRock Communities

本社 テキサス州

創業年  2004年

グループ 
入り年度 2021年

2024年度
引渡戸数  1,465戸

Stanley Martin Holdings

本社 バージニア州

創業年  1966年

グループ 
入り年度  2017年

2024年度
引渡戸数   4,614戸

（年度）2026
（計画）

2024 2025
（計画）

2023202220212020201920182017

10,000

8,600

7,0956,568
6,010

4,476
3,449

1,8041,480973

定期的に開催している日米合同会議の様子
（写真：2025年2月にフロリダ州で開催した会議）

米国住宅事業の拡大

米国戸建住宅事業 
引渡戸数の推移（戸）
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他社施工・ 
管理物件も 
取り込む

相続税対策ニーズ 
不動産投資ニーズ

賃貸住宅事業
循環型バリューチェーン

入居者・地域のニーズに即した 
適切なバリューアップ・建替え

創る

育む

再生 
する

相続税対策等を目的とした、土地オーナーさま、投資家さまの賃貸住宅投資への需要は堅調

である一方、資材費・労務費等の高騰による建築費の増加、市場金利の上昇等、資金調達へ

の課題が懸念されるが、貸家の新設住宅着工戸数は安定して推移。請負・分譲、賃貸管理、リ

フォーム提案の事業連携により、オーナーさま満足、ご入居者満足の向上を目指し事業を推進。

米国では、金利の高止まりが継続し、不動産売買環境が改善しないなか、稼働物件の運用

収支の改善に注力。欧州では、増加する人口を背景に、慢性的な住宅不足が社会課題と

なるなか、モジュラー建築による住宅供給拡大を目指す。

市場環境と戦略

第7次中期経営計画の進捗

国内

海外

賃貸住宅の 
分譲販売

モジュラー 
建築

国内・米国・豪州・ 
欧州エリア

低層賃貸住宅 中高層賃貸住宅

賃貸管理

点検修繕

売上高（億円） 営業利益（億円）
■ 国内 ■ 海外

11,193

638

11,834

668

12,517

1,243 

13,098

1,102

11,900

600

（年度）2022 2023 2024 2025
（計画）

2026
（計画）

11,831 12,502
13,760 14,200

12,500

■ 国内 ■ 海外

1,241

-84 

1,070

27 

1,267

32 

1,337

33 

1,100

100 

（年度）2022 2023 2024 2025
（計画）

2026
（計画）

1,097
1,157 1,299 1,370

1,200

　国内は積極的に展開する分譲事業が順調に進捗。賃貸・管理事業では、

入居率を維持しながら、積極的なリノベーション提案による建物の価値向

上と賃料改定を図った結果、利益率が向上。

　海外では、2024年度は米国1物件の売却が実現するも、欧州で大型PJ

の工事損失等を計上。しかしながら2024年度は、セグメント全体では中計

最終年度である2026年度の計画を2年前倒しで達成。

 7次中計進捗のレビュー
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多様化する世界の住宅ニーズに応えて

　海外では賃貸住宅ニーズを捉え、米国とオーストラリア

で事業を展開。米国では、2011年にカリフォルニア州で

賃貸住宅の購入を契機に、これまで15件の不動産開発を

実行。2024年度にグループ入りしたAlliance Residential 

社との共同プロジェクトも検討しています。またオーストラ

リアのメルボルンにおいて高層賃貸住宅を建設中です。

　欧州ではモジュラー建築をてがける Daiwa House 

Modular Europe 社が、短工期・高品質な住宅供給を可能

とする生産体制を整備しており、欧州での住宅不足に対応

しています。

分譲事業の順調な拡大

　積極的に展開している分譲事業が順調に推移。土地を

保有していない資産家や金融機関からのご紹介など、販

路を多様化しています。

積極的な環境対応の取り組み

　2022年にZEH-M仕様の「TORISIA」を発売。順調に販

売が推移し、ZEH-M 率は急速に向上しました。引き続き、

地球環境への配慮とオーナーさま・ご入居者のメリットを

両立できるZEH-M 仕様賃貸住宅の提案を積極的に展開

していきます。

建築、管理、リフォームの事業連携

　大和ハウス、大和リビング、大和ハウス賃貸リフォームの

連携強化による入居者ニーズの把握に努めています。

　大和リビングは、大和ハウスが建設する賃貸住宅の約8

割を管理し、D-ROOMというブランドは、住み心地や品質

の良さがご入居者からも高い評価をいただいており、オー

ナーさま満足度の向上にもつながっています。管理戸数を

増加しながら入

居率の維持を図

り、賃貸住宅事

業は好調に推移

しています。

創業70周年記念商品「THE STATELY」

　2025年3月に、都市部での販売拡大に向けた重量鉄骨

ラーメン構造３、４階建て賃貸住宅商品「THE STATELY」を

発売。ZEH-Mを標準採用し、遮音性の高い界壁や界床を

採用し、快適な居住空間を実現する

ほか、ニーズに応じて、1階に天井高

３m超の店舗等を組み合せた収益

性の高い提案も可能としています。

順調な請負・分譲事業 賃貸・管理事業の成長 海外事業の展開

（完成イメージ）

創る 育む 創る 育む

建築 
（大和ハウス）

リフォーム 
（大和ハウス 
賃貸リフォーム）

管理 
（大和リビング）

入居者ニーズの
把握・連携

97.4%97.2%97.8%98.2%98.2%97.6%

61.1 64.963.0
70.268.4

59.5

2025/32024/32020/3 2021/3 2022/3 2023/3

入居率■ グループ管理戸数（万戸）
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他社施工・ 
管理マンションも 
取り込む

マイホーム購入・ 
住み替えニーズ 

不動産投資ニーズ

マンション事業
循環型バリューチェーン

マンションの建替 
大規模修繕・改修

創る

育む

再生 
する

首都圏のマンション市場は堅調に推移し、販売価格は上昇。各社が用地確保を進めるなか、

当社は再開発・複合開発・建替え案件等を通じて、地域課題の解決と環境配慮を両立した

事業を推進。都市の持続可能性向上と地域社会との共生を図りながら、マンション事業の

拡大を進めている。

海外分譲マンション事業の展開については、欧米を主軸に、豪州、中国にて実施。欧米を

中心とする主要都市では、人口や移民の増加にともない、住宅供給不足が深刻化。当社は、

この需要に対応すべく、積極的な海外事業の展開を進め、地域に根差しながら課題を解決し、

地域社会に貢献していく。

市場環境と戦略

第7次中期経営計画の進捗

国内

海外

賃貸管理

点検修繕

民泊 国内・中国・米国・英国エリア

分譲マンションの開発・販売

売上高（億円） 営業利益（億円）
■ 国内 ■ 海外

3,868

975 

3,954

464 

2,318

376 

2,341

559 

2,500

1,500 

（年度）2022 2023 2024 2025
（計画）

2026
（計画）

4,843
4,418

2,694 2,900

4,000

■ 国内 ■ 海外

298

74 

219

189 

222

-113 

150
0 

70 

180 

（年度）2022 2023 2024 2025
（計画）

2026
（計画）

408
373

109
150

250

　国内のマンション販売は好調で、業績は順調に推移しています。

　海外について、7次中計では米国と中国を中心とした展開となっており、

中国の不動産市況は低迷が続いているものの、さまざまな施策を講じ販

売のスピードアップに努めています。一方、欧米を中心とした主要都市に

おいては、地域に根差した積極的な事業展開を進めています。

 7次中計進捗のレビュー
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　国内では、住まい手の多彩なライフスタイルに応えるため、

ハウスメーカーとして培ってきたノウハウを駆使し、長寿命の住

まいに欠かせない基本性能や快適性、安全性、管理体制の提

供を追求しながら販売を推進。土地取得の競争が激化するな

か、当社では、社会課題や環境配慮にも着目し、再開発や建替

え、複合開発などといった大和ハウスグループの強みを活かし

た事業の拡大を見据えながら事業を推進しています。

マンションが抱える課題に対応する管理事業

　大和ライフネクストでは、各マンションが抱える課題や多様な価値観に柔軟に対応するため、

高品質なサービスの提供とITやロボットの活用など充実した管理サービスを提供しています。

「2025年 オリコン顧客満足度®調査 分譲マンション管理会社 首都圏」の「リプレイス部門」

において6年連続で1位に選ばれています。

日本品質の普及と住宅不足への対応

　海外では、中国において長江デルタエリアを

中心に、用地選定から開発、引渡し後の管理や

アフターサービスまで一気通貫した事業を展開

し、日本品質を普及。現在、常州プロジェクトⅢ、

蘇州プロジェクトⅡの販売を進めています。

　欧州では、英国ロンドン市において、2棟・総戸

数259戸の分譲マンションプロジェクト「Elephant 

Park Plot H11B Project」を展開。ロンドンの人

口は、移民の流入などにより2021年から20年間

で約40万人の増加が見込まれ、慢性的な住宅不

足の解消に寄与すべく、開発、販売を推進してい

きます。

　米国では、ニュージャージー州ウエストニュー

ヨークにおいて展開する「Vista Pointe プロジェ

クト」（総戸数73戸）を2024年11月に着工。マン

ハッタンやニュージャージー州の主要都市へのア

クセスにも優れ、交通利便性と生活利便性を兼

ね備えた立地となっています。

常州プロジェクトⅢ

Vista Pointe プロジェクト

Elephant Park Plot H11B Project

再開発・建替え・複合開発事業の推進 海外事業の展開 創る 育む創る 育む

事業ポートフォリオの転換（事業件数、竣工ベース）

■ 再開発・建替え・複合開発　  通常マンション　  再生・マンション以外

23.1%

69.2%

7.7%

28.6%

61.9%

9.5%

50.0%

35.0%

15.0%

2024年度 実績 2025年度 見通し 2029年度 目標
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テナントの出店ニーズ 
土地オーナーの遊休 
不動産活用ニーズ

他社施工の 
老朽化施設も 
取り込む

商業施設事業
循環型バリューチェーン

再生・バリューアップによる
まちの賑わいの創出

創る

育む

再生 
する

コロナ禍が明け、テナントの出店意欲は改善傾向。インフレが進捗するなか、テナントが販

売する商品やサービスの価格転嫁は徐々に進んでいるものの、建築コストや建物賃貸料

への価格転嫁は想定より遅れている。一方、ホテル運営事業は、インバウンドの増加により、

稼働率、ADR（客室平均単価）も順調に推移。

日本からの海外進出を検討するテナント等への事業サポートを起点に、米国、台湾などで

商業施設の建設や管理運営事業を展開。

市場環境と戦略

第7次中期経営計画の進捗

国内

海外

ホテル オフィス 駐車場

医療介護商業施設 複合開発

国内・米国エリア

運営
リーシング

テナント入替

点検修繕

売上高（億円） 営業利益（億円）
■ 国内 ■ 海外

10,906

15

11,776

39

12,118

153

12,883

117

12,250

250

（年度）2022 2023 2024 2025
（計画）

2026
（計画）

10,921
11,815 12,271 13,000 12,500

■ 国内 ■ 海外

1,434

2 0
0

1,610

10 

1,550

50 

（年度）2022 2023 2024 2025
（計画）

2026
（計画）

1,329 1,436 1,459
1,620 1,600

　請負・分譲事業は、テナント出店意欲を取込み、売上は拡大するも、利

益率は資材価格高騰の影響を受け、低下しているが、徐々に改善している。

ホテル運営事業はインバウンドの増加も後押しとなり、計画を大きく超え

て進捗。

　2025年度の計画は当初策定した中計最終年度である2026年度の目標

値を1年前倒しで達成予定。

 7次中計進捗のレビュー
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当社独自のLOCシステムと時代の変化に応じたテナントニーズへの対応 ホテル運営事業の拡大

不動産の有効活用を希望する土地オーナーさま（Land Owner)と新しい事業展開のための 
拠点を求める企業（Company）双方のニーズを結び付ける「LOCシステム」

ホテル 複合商業施設

　請負事業では、LOCシステムにより全国展開する飲食

店や物販店舗などのロードサイド店舗が中心でしたが、ア

セットタイプを拡げることで、地域ニーズや市場動向によ

るテナント企業の業態の変化に柔軟に適応してきました。

現在、受注に占める店舗比率は3割となり、介護施設、ホテ

ル、オフィス、配送センターなどの店舗以外が6割を占めて

います。そのほか複合商業施設、NSC（近隣ショッピングセ

ンター）など建物の大型化も進め、事業を拡大しています。

　全国76ヵ所に展開する都市型ホテルであるダイワロイネッ

トホテルズでは、コロナ禍の影響を受け、一時的に稼働率、

ADRは落ち込んだものの、近年は訪日客の大幅な上昇の

影響もあり、ADR、稼働率はコロナ禍前の水準を超えて推

移しています。

　今後の事業拡大に向けては、新規出店に加えて、リゾー

ト型ホテル事業にも参入。また海外1号店のロイネットホ

テルソウル麻浦（韓国）の運営は好調に推移しており、海

外2号店の出店も検討しています。

創る 育む

（年度）

88.5%87.8%83.9%

55.7%

33.9%

87.4%

8,233
9,285

7,381

13,19611,8449,847

202420232019 2020 2021 2022

稼働率■ ADR（円）

テナント企業
さま

土地オーナー
さま

大和ハウス
工業

【4,300社超】【オーナー会会員数：6,200名】

プロデュース

土地活用希望

土地活用提案 立地提案

信頼できる企業と契約

要望する土地と建物を確保

出店希望
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事業施設事業
循環型バリューチェーン

企業の事業展開にあわせた 
ソリューションを提供

他社施工の 
老朽化施設も 
取り込む

企業の事業拡大・
生産効率向上 
ニーズ

病院・医療介護 データセンター

インフラ 
（道路、鉄道、空港等）

国内・ASEAN・ 
米国エリア

工場物流施設 事務所

創る

育む

再生 
する

リーシング 管理運営

点検修繕 物流事業

企業の設備投資意欲は活発で、受注環境は良好。首都圏を中心に物流施設の供給は一

時期需要を大きく上回り、空床率は上昇も、１、2年後には需給のバランスが落ち着き、徐々

に空室率も改善する見込み。データセンターは、今後成長市場の一つとして注目される。

日系企業の海外進出意向は大きな変化なしも、リレーションを活かしながら、ASEAN、米

国等で事業展開。

市場環境と戦略

第7次中期経営計画の進捗

国内

海外

売上高（億円） 営業利益（億円）
■ 国内 ■ 海外

10,541 

761 

12,074 

870 

12,831 

866 

12,596 

734 

12,100 

900 

（年度）2022 2023 2024 2025
（計画）

2026
（計画）

11,302 
12,944 

13,697 13,330 13,000 

■ 国内 ■ 海外

1,209 

23 

1,556 

40 

1,439 

21 

1,510 

90 

（年度）2022 2023 2024 2025
（計画）

2026
（計画）

996 
1,232 

1,596 
1,460 

1,600 

　請負事業の利益率は、資材価格や労務費高騰の影響により、低下して

いたものの、価格転嫁が進展し順調に改善。金利上昇局面においても、

物流施設を中心とした開発物件売却が順調に進行。2025年度は、請負・

分譲事業の採算性改善等を見込み、開発物件売却は減少する計画とし、

2026年度の計画達成に向けて既存物件のリーシングに注力。海外では、

ASEANで物流施設の売却を実施。今後も状況を鑑みながら売却を検討。

 7次中計進捗のレビュー
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　当社は2002年の「Dプロジェクト」開始以降、累計341件（2025年3月末時点、竣工ベース）の物流施設を開発してきました。 

Dプロジェクト開始時の日本国内の物販系EC化率は１％程度でしたが、2023年度には9.38%まで増加しており、EC化率の進展に

貢献できたものと考えています。一方、海外のEC化率（平均）は既に20％を超えており、国内のEC化率の上昇は今後も継続的に

進行すると見られ、国内の需要にこたえるため、引き続き積極的な物流施設開発を推進していきます。

　物流業界は、労働時間上限規制の厳格化による労働力不足に直面しています。当社では、土地情報力を活かし、大都市をつな

ぐ中継地点での物流施設供給に加え、当社グループ会社が提供する施設内の自動化による効率化や、荷待ち・荷役時間の可視

化によりトラックバースでのトラック待機時間の削減など、課題解決にも貢献しています。

　当社が開発する物流施設では、災害発生時の被害を最小

限にとどめ、早期に物流事業を再開するために免震システム

や非常用電源等を採用しています。そこで地震や豪雨などの

災害発生時に地域住民の安全・安心を守るため、全国18の自

治体（2025年5月末時点）と防災協定を締結し、住民の一部避難場所として活用できるようにしています。また保育施設やカフェ

テリアを設けるなど、地域雇用の創出に加え、社会インフラとしての役割も果たしています。

　2024年の「BIZ Livness 

(ビズリブネス)」の立ち上

げを契機に、事業施設・商

業施設などの非住宅分野のリフォームや買取再販等のリ

ブネス事業を強化することで、不動産ストック事業の拡大

を目指しています。

　事業で培ってきたノウハウや全国に展開する営業拠点網、

当社グループのネットワークなどを活かし、自社施工物件

はもちろん、他社施工物件を含む既存施設の買取再販や

リノベーション、テナント企業の誘致等をより積極的に行っ

ていきます。

物流施設の開発 BIZ Livnessによる新たな付加価値提案

開発No.1の実績を活かし、物流業界の課題解決に貢献

社会インフラとしての物流施設

DPL流山プロジェクト

DPL境古河 災害協定締結式の様子

駒ヶ根リブネスプロジェクト
築15年の工場を購入後、物流倉庫に改修し、投資用の収益物件として市場価
値を高めて売却

DPL流山Ⅱ
Before

After

創る 再生 
する
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環境エネルギー事業
循環型バリューチェーン

再生可能エネルギーの創出による 
カーボンニュートラルの実現への貢献

自然資本の
取り込み

創エネ・省エネ・ 
蓄エネのニーズ

創る

育む

再生 
する

FIT（固定価格買取制度）の縮小により、当制度を利用したメガソーラー建設は減少する

ものの、脱炭素社会への移行が加速するなか、再生可能エネルギー需要は増加している。

近年は電力価格の高騰・変動リスクの対応に向けた、PPA事業の提案を積極的に推進。

脱炭素社会の実現に向けて取り組みを進めるタイにおいて、2025年に当社海外初となる

「オンサイトPPA」の展開を開始した。

市場環境と戦略

第7次中期経営計画の進捗

国内

売上高（億円） 営業利益（億円）
■ 国内 ■ 海外

1,680

20 

（年度）2022 2023 2024 2025
（計画）

2026
（計画）

1,886

1,394 1,311
1,500

1,700

■ 国内 ■ 海外

98 

2

（年度）2022 2023 2024 2025
（計画）

2026
（計画）

62

91

124 130

100

　脱FITにおけるEPC事業の減少や、PPS事業における収益性の低い契

約の解除により、売上高は減少も、PPS 事業の利益率向上等により順調

に増益。2024年度の営業利益は既に2026年度の目標を超過。PPA事業

の積極的な取り組み等により、さらなる事業拡大を目指します。

 7次中計進捗のレビュー

売電

点検修繕

省エネ改修

屋根上太陽光パネルの設置

太陽光・風力・水力・バイオマス発電所

海外
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　当社は、以下の３つの事業を中心に環境エネルギー事業を展開しています。 　近年は、再生可能エネルギーの需要増加

を背景に、PPA※モデルへシフト。

　オフサイトPPA事業では、培ってきた全国

の土地情報を活かし、太陽光発電所用地の

確保を進め、大手エネルギー会社と連携を

強化しながら、需要家の開拓を行っています。

　オンサイトPPA事業では、お客さまが保有

する施設の屋根や遊休地を大和ハウスが賃

借後、発電設備を設置し、発電した電気をお

客さまの施設で使っていただくことで、「電

気料金」と「CO2排出量」の削減が可能となり

ます。さまざまなアセットで、多くの建築物を

供給しているグループの強みを活かし、今後

もお客さまと連携しながら、カーボンニュー

トラルの推進と、事業拡大を進めていきます。

オフサイトPPA向け地上設置型太陽光発電所

事業を構成する3つの事業 PPA事業の積極的な展開

EPC事業

PPS事業

IPP事業

オンサイトPPA事業スキーム
● �同一敷地内（屋根上など）に再エネ発電設備を設置
● �商業施設・事業施設事業と連携し、 

当社の建設する新築建築物への設置を推進

※�PPA事業 
Power Purchase Agreementの略で、再生可能エネルギー発電設備を敷地内（オンサイト）・敷地外（オフサイト）に設置し、 
特定の電力利用者へ電力を販売する事業。

 2017年度⇒2020年度

　2012年の固定価格買取制度の開始を追い風に、メガソーラー建設事業等が拡大し、

EPCの売上高比率が増加しました。

 2020年度⇒2023年度

　2014年にPPS事業に参入後、当社の幅広い事業領域を活かし戸建住宅および賃貸住

宅入居者向けの電力販売も順調に推移し、PPSの売上高比率は増加しています。

Engineering（設計）、Procurement（調達）、Construction（建設）の略で 
発電所建設の一連を請負う事業。

Power Producer and Supplierの略で、 
電力小売事業者となり電力を販売する事業。

Independent Power Producerの略で、 
発電事業者となり電力を販売する事業。

創る 育む創る 育む

大和ハウス 
（発電事業者）

電力料金の 
支払

再エネ発電設備 
（同一敷地内）

屋根の貸借契約

お客さま 
（需要家）

送配電網を 
介さず 

再エネを供給

オフサイトPPA事業スキーム
● ��敷地外に再エネ発電設備を設置
● ��全国展開の強みを活かし、新たな候補地を 

積極開拓

大和ハウス
（発電事業者）

電力料金の 
支払

再エネ発電設備
（遠隔地）

送配電網を通じて 
再エネを供給

お客さま 
（需要家）

土地の
貸借契約

事業別売上高構成
■ EPC　  PPS　  IPP

約1%

約40%

約60%

2017年度
1,163億円

約5%

約25%

約70%

2020年度
1,672億円

約10%

約65%

約25%

2023年度
1,394億円
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投資不動産 販売用不動産

不動産投資の状況

国内の物流施設への投資を中心に計画するなか、物流施設開発事業者の増加等により、土地仕入環境
は厳しさを増しています。将来に向け確実に収益が確保できる案件を厳選し、不動産の確保を進めています。

● �流動化不動産： 
値上がり益を得る目的
で投資後、早期に売却
可能な不動産。

● �収益不動産： 
賃貸収益を得る目的で
投資・開発した不動産。

中計5ヵ年の投資進捗（億円）

販売用不動産残高の推移（億円）

投資不動産の残高（億円） 2024年度末 投資不動産の残高（億円）

豊富な土地情報力や、多様なテナント・社会のニーズに応える技術力を活かし、日本全国、さらに海外でも積極的な不動産投資を継続しています。

　主に国内の物流施設や、大型商業施設、賃貸マンション等を開発。流動化不動産については、開

発後、一定期間の賃貸収益（トラックレコード）を積み上げたのち、リートや投資家等へ売却し収益

を確保。収益不動産については、継続保有することで安定的な収益を確保。

　実需に応じた分譲住宅やマンションの販売、開発後即時売却が見込める投資家向け分譲物件など、

各事業において積極的に展開した結果、7次中計の3年間で販売用不動産は約1兆円増加しました。

戸建住宅事業
（+4,926億円）

国内での分譲事業強化に加え、米国においても成長が見込まれるエリアで積極
的な事業拡大。

賃貸住宅事業
（+2,040億円）

投資家や既オーナーさま向けの分譲事業が堅調に拡大。金融機関を通じた富
裕層顧客の紹介など、新たな顧客層の拡大につながっている。

マンション事業
（▲864億円）

国内では付加価値の高いマンションを積極的に推進。中国では引渡しが進行し、
残高減少。

商業施設事業
（+2,184億円）

都市部を中心に地域のニーズに応じた商業施設等を開発・分譲。また既存施設
の買取再販含めたバリューアップ事業も展開。

事業施設事業
（+1,676億円）

日本全国で工業団地開発を展開。土地提案を絡めながら、特命での建設受注
につなげ採算性の高い事業を実施。

注　7次中計より、海外投資は各セグメントに組み込んでいます。

5ヵ年計画 約22,000億円
（うち、海外投資 2,000～3,000億円）

商業施設
5,000

事業施設
15,000

その他 2,000
グラフ28mm

その他
106
海外
2,284

賃貸住宅
 806

商業施設
 4,494

物流・
事業施設
8,028

2024年度末
15,720億円

20242021

10,368

3,330

12,200

3,52013,699
15,720

■  流動化不動産　 ■  収益不動産

（年度末）

（うち、海外投資 956億円）

9,779億円
対中計進捗：44.5%3年累計実績 事業施設

6,133

商業施設 2,821

その他 824

2021年度末

14,791億円
うち、海外
5,194億円

2024年度末

24,712億円
うち、海外
9,417億円

4,288

1,293

1,967

4,797 3,933

2,395 4,071

9,215

3,333

4,151+9,920億円
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投資不動産の回収 投資不動産のリブネスフェーズ

　収益不動産のうち、簿価の約8割を商業施設が占めています。既存物件の利回り改善に加え、新

規稼働物件の利回りも概ね順調に推移しており、NOI利回りは改善傾向にあります。

 大和ハウスにとってのメリット
　● �リブネス事業による新たな事業機会の創出
　● �大和ハウスリート投資法人への新規開発物件の供給（売却）
 大和ハウスリート投資法人にとってのメリット

　● �一定期間経過した稼働物件を売却し、新たな物件を取得することで、 
不動産ポートフォリオの最適化の推進が可能

 環境、社会にとってのメリット
　● �マルチテナント化によるテナント需要への対応
　● �ZEB化によるGHG排出量の削減に加え、既存建築物の再利用により、 

建替えと比較して資材・資源を節約

❶開発物件売却の推移 ❷今後の売却に向けたパイプライン

営業利益（億円）

稼働中収益不動産 NOI利回りの推移（％）

流動化不動産の簿価（億円）売上高（億円）

キャピタルゲイン（流動化不動産の売却） 過去に開発・売却したDプロジェクトのリブネス事業

インカムゲイン（収益不動産の賃貸収益）

（年度）

2,900
2,222

2,635

4,300

2024202320222021

3,286

433
580

（年度）

1,049

114
184

858
746 820

1,349

2024202320222021

稼働中�収益不動産の簿価（億円）

　国内の物流施設を中心に開発物件売却は順調に進捗し、2024年度は売上高、営業利益とも過去

最高の水準となりました。

グラフ28mm

2,252  486
1,596

7,864

2024年度末
12,200億円

グラフ28mm

160  315

2,852

2024年度末
3,467億円

その他 138

「物流施設開発国内No.1の実績」と「テナントとの強力なリレーション」を活かし、さらなる成長へ。

大和ハウスリート
投資法人 等

大和ハウス
グループ

テナントリーシング

売却

売却 取得

稼働

取得

テナントリーシング
リブネス工事
（マルチテナント化
   ZEB化等）

再度、ファンドや
リート等に売却

企画・設計
施工

Dプロジェクト

3
1

2

特定のお客さま専用の物流施設

（BTS 型）を当 社 が 再 度 取 得し、

マルチテナント型施設や ZEB化な

どのバリューアップ工事（リブネス

事業）を実施した後、再度リートや

ファンド等に売却。

202420232022202120202019 （年度）

12.6 12.5
13.0 13.1

14.8
14.2

積極的な成長投資を進める一方、資産回転率を意識した開発物件の売却や、稼働物件の利回り改善に努めています。

■ 賃貸住宅　■ 商業施設　■ 事業施設　■ 海外
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　当社における重要な不動産開発事業およびその他事業投資については、その事業性およびリス

クを評価し、十分に審議検討することにより適切な判断を期するため、事業投資委員会を設置して

います。委員会は原則10日に1回程度開催し、委員長は、ハウジング・ソリューション本部長もしくは

ビジネス・ソリューション本部長が務めています。なお、会社の意思決定は委員会と並行して行われ

る電子稟議決裁および取締役会決議により行われます。

　事業投資委員会では、稟議および取締役会の意思決定に資するため、投資金額区分に従い一定

額以上の国内・海外の不動産開発事業およびその他事業投資案件について審議を行っていますが、

公共性の高い施設等の運営などに関する案件（空港、公園、道路などのインフラ施設関連コンセッショ

ン）や土地・施設が官民いずれのものであるかを問わず社会的な影響が大きいニュースバリューを

有する案件は、投資金額に関わらず、審議の対象としています。さらに、会社に大きな風評被害をも

たらすリスクが考えられる場合、あるいは共同事業者の構成により当社の出資比率が低くても実質

的に全責任を負うリスクがある場合は、金額要件に関わらず審議の対象としています。なお、当委

員会は2008年より審議を開始し、2024年度末までに555件の審議を行いました。

　審議の際は、該当する案件の起案部門・関連部門からの説明などに基づき十分な審議を行います。

投資基準については、不動産開発事業の場合はIRRをハードルレートに設定し、当該基準をクリア

した場合に投資実行が採択されますが、同時に投資実行が当社の経営理念・経営戦略・ブランドイ

メージと合致しているかといった側面、また法務リスク、土壌・地下水汚染、地盤リスク、災害リスク（洪

水等）、環境問題、建築費の妥当性などE S Gを含む多面的なリスク評価（16部門、27項目）を行い

審議します。従って、経済的な観点からはクリアする投資案件であっても、当該投資実行が当社の

目指すべき姿・ビジョンと大きく相違する場合や、環境への影響が大きい場合等には採択されません。

なお、リスク評価項目の見直しを定期的に行っています。その他事業投資についても不動産に準じ

て審議しています。2024年度は43件の審議を行い、十分な審議の結果、すべて採択されました。

　なお、当社は昨今の不安定な金融環境を鑑み、今後の金利上昇リスクに備え不動産開発投資の

判断基準として設けているIRRのハードルレートを2023年2月に引き上げました。一方で、当社として 

取り組むべき、カーボンニュートラル戦略に合致する投資（CO₂削減に資する投資）を促進させるため、

新たな評価指標としてICP※1を用いた環境IRR※2を2023年4月に導入しました。

不動産開発投資におけるリスク管理

事業投資委員会の設置

リスク（投資金額ベース）の影響度に応じた審議・意思決定プロセス 対象となる主な不動産開発事業 投資判断のためのリスク評価

独自の基準に基づいた審議

リ
ス
ク

（
投
資
金
額
ベ
ー
ス
）

審議

事業投資委員会で審議

社会的な影響が大きい
ニュースバリューを有する案件は 

事業投資委員会での審議対象とする

意思決定

電子稟議
決裁

取締役会決議

事業投資委員会で必要と判断 
された場合や事業地域（海外）等の 

一部の条件によっては 
取締役会での決議対象とする

高

低

注  �2020年10月より不動産投資委員会の名称を事業投資委員会へ変更しました。その他事業投資も審議対象とし、慎重なリスク審査お
よびモニタリング強化を図っています。

※1 ICP（インターナルカーボンプライシング）とは脱炭素の推進を目的に、企業独自で炭素価格を設定する制度 
※2 投資対象物件のCO₂削減量による環境価値を金額換算して収益に上乗せして算出したIRR 

※3 �WACC（株主資本コストと負債コストの加重平均）を基準に 
リスクプレミアムなどを加味して設定

土地の購入・賃借、 
建物建設による 

収益不動産

分譲住宅、 
分譲マンションなどの 

販売用不動産

特別目的会社（SPC） 
などへの出資をともなう 

収益不動産

PFI事業、 
再開発事業、 

土地区画整理事業など

【経済的なリスク評価】 
・IRRをハードルレートに設定※3

・経営理念・経営戦略・ブランドイメージとの合致
・法務リスク
・土壌・地下水汚染、地盤リスクなど環境への影響
・気候変動問題など環境への配慮
・建築費の妥当性　など

【多面的なリスク評価（16部門、27項目）】
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　インパクトとは、事業活動の結果が社会全体にもたらす変化

のことを指しますが、当社では、価値創造プロセスによって創出

されるアウトカムの積み重ねによって創出される中長期的な影

響をインパクトと定義しています。当社のインパクト可視化の目

的は、①インパクト指標を特定し、投資判断や進捗管理へ活用し、

事業が生み出す本源的な価値の可視化による企業価値の向上、

②従業員の働きがいや、やりがい創出による当社の持続性の向

上、③事業内容・目標値の見直しや、ポートフォリオの最適化に

向けた検討機会の創出による持続的成長の実現です。不動産

開発や再開発事業、リブネスタウンプロジェクトなどをインパク

ト可視化の対象としています。

　当社の不動産開発事業の投資は、IRRをハードルレートとし

て設定していますが、経営理念・経営戦略・ブランドイメージへ

の合致、法務リスクや環境面への影響などESGを含む多面的

なリスク評価も行っています。加えてインターナルカーボンプラ

イシング（ICP）を用いた環境IRRも導入しています。

　当社の強みは、地域密着で築き上げた土地・不動産情報を起

点に、ステークホルダーと共創共生で価値を創出する力です。不

動産開発のアウトプット（成果）は、通常、内部経済（財務価値＝

売上、利益、賃料等）として評価されていますが、人々の暮らしや

働き方、地域社会の活性化や防災対策、自然環境の保全や地球

温暖化対策など、さまざまな側面でその影響は外部経済（非財務

価値）として存在し、現在・未来へとつながっていると考えています。

そのようななか、当社は2023年に国土交通省より発行された社

会的インパクト不動産実践ガイダンスを契機に、不動産の外部経

済を金額換算するインパクト評価の検討を開始し、2024年には「社

会的インパクト不動産評価フレームワーク」を策定しました。

　「社会的インパクト不動産」とは、企業が中長期にわたり適切

なマネジメントを通じて、社会的インパクトを創出し、不動産の

価値向上と企業の持続的成長を図れる不動産と定義しています。

評価方法については、インパクトを３つの構造（次頁）に分け、ス

テークホルダーに与える外部経済（非財務価値）を分析・金額換

算し、それを不動産価格で除した結果をE-NOI（External Net 

Operating Income）利回りとして算出したものをインパクト指標

に用いて、定量評価します。

　当社が開発した独自の指標ではありますが、投資金額の妥当

性判断や不動産同士の比較が可能となり、財務面の投資利回

りだけでなく、非財務面の社会的インパクトとして多角的に捉え

ることができるため、SDGｓへの貢献やステークホルダーとのエ

ンゲージメント実効性の向上にもつながるものと考えています。

　1970年代から兵庫県三木市で当社が開発してきた郊外型住宅

団地「緑が丘ネオポリス（緑が丘地区、青山地区）」では、少子高

齢化や人口減などによって、コミュニティの希薄化や社会インフ

ラの老朽化などの社会問題が顕在化しています。そこで当社は

課題解決に向け、リブネスタウンプロジェクトを立ち上げ、2015

年から活動しています。

社会的インパクト不動産の取り組み — 世の中の役に立つ事業で社会的インパクトと企業収益の両立—

 �不動産開発におけるインパクト評価の 
経緯とプロセス

 社会的インパクト不動産の定義と評価方法

 �リブネスタウンプロジェクトにおける 
インパクト評価の実践

 �インパクト測定・マネジメント（IMM）の 
当社の考え方

気候変動や少子高齢化等の社会・環境課題の重要性が増し、課題解決を図りインパクトを創出する事業や投資への重要性が高まるなか、 
当社は、社会的インパクト不動産による非財務価値の可視化としてインパクト測定・マネジメント（IMM）を開始しています。
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　兵庫県三木市とは「住み続けられるまちづくり」の推進に関す

る業務協定を結び、まちが抱えるさまざまな課題を解決する先

行モデルとして、先進技術などを活用しながら、まちの再耕に取

り組んでいます。同市が実施した「青山7丁目団地再耕プロジェ

クト交流拠点整備及び運営事業」に、当社提案の「（仮称）三木

地域交流拠点」が採択され、社会的インパクト不動産の評価対

象案件として現在取り組みを進めています。

　当案件の E-NOI 利回りは、国土交通省の費用便益分析マ

ニュアルで言及される社会的割引率４％と比較すると高くなっ

ており、経済、社会、環境に関する効果が見込まれます。また

非財務価値の定量評価が難しい取り組みについては、定性評

価を行い、SDGｓのどの目標に寄与しているかを整理しています。

計画段階の評価結果の妥当性は、建物竣工後にモニタリング

で確認していきます。

　「儲かるからではなく、世の中の役に立つ事業」にインパクト

評価は合致していると考えていますが、国内では、社会的インパ

  �ニュースリリース：多世代交流拠点「（仮称）三木地域交流拠点」

循環型バリューチェンにおける社会的インパクト不動産の考え方

インパクトを創出する３つの構造と算定方法

社会

環境

経済

防災 安全・安心
地域住民、地域社会
へもたらされるイン
パクト

地球環境にもたら
されるインパクト

地域経済活性化に
貢献する外部経済

 ニーズに応える建物の提供
 まちづくり・コミュニティ形成
 リブネス事業
 社会インフラの再整備（公設卸売市場の再整備等）
 まちの再生（駅前再開発、リブネスタウンプロジェクト等）

 地方創生
 家屋や施設の老朽化
 空き家対策
 資源の有効活用
 気象災害の頻発化・大型化 等

雇用、にぎわい、防災など、環境や経済
に含まれない項目について費用便益分
析などの外部経済を評価するための複
数の手法を用いて、各項目の便益を算定

既存の不動産と比較した当該計画不動
産のCO₂削減量を算定し、1t-CO₂あたり
単価を積算することでCO₂の削減価値を
算定

各地方公共団体が発行する産業連環表
に基づき、地域経済への波及による付加
価値額を算定

ポジティブインパク
ト、ネガティブイン
パクトそれぞれか
ら導き出したトータ
ルインパクト価値を
用いて定量評価

インパクトの創出
（評価指標：E-NOI）

生物多様性保全

木材CO₂蓄積

再エネによるCO₂削減

所得増加による消費拡大

省エネによるCO₂削減

事業活動効果

社会課題

循環型 
バリュー 
チェーン

にぎわい創出 利便性向上 地域雇用の創出

クト不動産の開示事例は少なく、CO2排出量や雇用者数といっ

たアウトカムの定量化を「金額換算」し非財務価値として可視化

することはチャレンジングな取り組みですが、先行事例を示すこ

とに意義があると考えています。一方、確立されたルールがなく、

その算定方法や算定に当たってのさまざまな仮定・前提に対す

る共通理解は十分ではありません。情報の受け手との密なコミュ

ニケーションを図り、フィードバックを通じて、算定手法の高度

化が必要です。加えて、事業やプロジェクトの取捨選択の判断

基準の一つとすることや、社員のモチベーションの向上（＝私の

仕事は社会的意義が大きい、社会に貢献した）等、今後の活用

方法の具体化、ルール化の検討も進めていきます。

 課題

56 Integrated Report 2025Daiwa House Group

事業の推進 基盤の強化 経営体制 業績・企業情報CEO、COOメッセージ 価値創造ストーリー CFOメッセージ

https://www.daiwahouse.co.jp/about/release/house/20241224080707.html


海外事業の取り組み — 世界26の国・地域へ進出 —
大和ハウスグループの幅広い事業領域を活かし、地域密着型で事業を展開。

「選択と集中」による重点的な投資を通じて、米国を中心に海外事業の拡大を実現。

（年度）

■ 米国　　■ 欧州・その他　　■ オーストラリア
■ 東アジア（中国）　　■ ASEAN　

2026
（計画）

2025
（計画）

20242023202220212020201920182017

10,000
9,050 9,400

7,0596,379

4,451

3,0182,7732,785
2,310

● �スマイルゾーンで現地ビルダー3社による 
戸建住宅事業

● �賃貸住宅やマンションの開発、商業施設の
管理運営、物流施設の開発等を展開

米州
● �長江デルタエリアを中心にマンション開発

用地選定から開発、引渡後の管理、アフター
サービスまで一気通貫で事業展開

東アジア

● �事業施設などの大型開発で途上国の 
インフラ整備

● �タイでオンサイトPPA事業を開始

ASEAN・南アジア

● �慢性的な住宅不足の解決や災害復興
に向け、モジュラー住宅の供給拡大

欧州・他

● �戸建住宅事業に加え、 
超高層賃貸住宅を開発

大洋州

海外事業売上高の推移（億円）

賃貸 
住宅

事業 
施設マンション

商業 
施設

戸建 
住宅

賃貸 
住宅

事業 
施設マンション 商業 

施設

戸建 
住宅

賃貸 
住宅 マンション

環境 
エネルギー

事業 
施設

商業 
施設

賃貸 
住宅 マンション

事業 
施設マンション
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米州 東アジア

　米国では、戸建住宅、賃貸住宅、マンション、商業施設、事業

施設とさまざまな事業を展開しています。現在、戸建住宅事業が

中心となって事業成長を牽引していますが、より安定した事業成

長を実現できるよう、各事業の強化・連携を進めています。

　戸建住宅事業では、住宅ローン金利が高止まりするなか、米

国東部を本拠とするStanley Martin社、南部のテキサス州を本

拠とするCastleRock社、西海岸を本拠とするTrumark社による、

積極的な優良土地の確保や効果的な販売施策の展開が奏功し、

業績拡大。3社を中心としたグループ購買の実現等、今後の事

業拡大に向けた基盤の構築も進んでいます。

　賃貸住宅事業は、不動産売買環境が改善しないなか、2024

年度は1物件を売却しました。引き続き、稼働物件の収益性を高

めながら、適切な時期に売却できるよう事業を推進していきます。

　商業施設事業では、カリフォルニア州で商業施設2件が稼働

中です。日本で培ってきたノウハウや実績を活かし施設価値の

向上を図っています。

　事業施設事業では、テキサス州ヒューストンで、5棟の物流施

　中国では、主に分譲マンション

事業を展開。市場環境や周辺販

売物件の動向を注視しながら、販

売を進めています。

　台湾では、ホテル・分譲マンショ

ン複合開発「台湾高雄プロジェクト」

（ホテル260室、分譲マンション

227戸）が完成し、2024年11月に

ホテルがグランドオープンしました。

　韓国では、大和ハウスリアルティマネジメントとして海外初出

店となる「ロイネット

ホテルソウル 麻浦」

が順調に稼働してい

ます。

設を開発中。EC需要の増加に対応するとともに、米国における

物流施設開発・運営のノウハウの蓄積につなげます。

　また、2024 年 11 月

に は、米 国 最 大 級 の

賃 貸 住 宅 開 発・建 設

を て が け る Alliance 

Residential社をグルー

プに迎え入れました。

戸建住宅3社との土地

情報の連携や、共同で

の複合開発の検討も進

めており、米国事業の

さらなる拡大を目指し

ています。

ロイネットホテルソウル麻浦
韓国ソウル

ホテル：341室
2022年3月開業

Blue Ridge Commerce Center
テキサス州ヒューストン
物流施設

地域密着をキーワードに、グループ全体でエリア毎の経済状況、特性、需要を見極め事業を展開。

主力の戸建住宅事業だけではなく、多様な事業を展開し、 
米国での大和ハウスモデルの実現を目指す

日本で培ったマンションや、 
ホテルの開発・運営ノウハウを展開

Alliance Residential社　開発事例

台湾高雄市 複合開発 
（2024年3月竣工）
ホテル：260室
分譲マンション：227戸（完売）
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　欧州では、2021年にJan Snel社（現Daiwa House Modular 

Europe）を子会社化。同社が保有するモジュラー建築の技

術を活かし、オランダやドイツを中心に多用途のモジュラー

住宅を供給。また、ウクライナ難民向けの住宅は、2024年

12月時点で約2,000ユニットの供給実績となっています。

　オランダ、ドイツの工場生産能力の強化に加え、新たに

ポーランド拠点を開設しており、世界の住宅不足の課題や

災害対応に向けて、取り組みを加速させていきます。

　また、アフリカでは、子会

社のフジタが道路開発プロ

ジェクトなど、途上国のイン

フラ整備を進めています。

　また、2025年には当社海外初となる「オンサイトPPA」

の展開をタイ王国でWHA社とともに開始しました。タイに

進出している日系企業を中心に事業活動を展開し、海外に

おいても脱炭素社会の実現に向けた取り組みを推進して

いきます。

　2012年にベトナム、インドネシアで工業団地開発をスター

トし、タイやマレーシアにおいても事業施設の開発を中心

に事業を展開。

　日系企業の海外での物流戦略のサポートに加え、人口

増加や食生活の多様化などを背景に、需要の高まるコー

ルドチェーン物流への対応等も進めています。そのほか、

ベトナムでは分譲マンションやホテル、サービスアパートメ

ント開発等、多角的に事業を展開しています。

　オーストラリアでは、

ニューサウスウェール

ズ州を中心に戸建住

宅、分譲マンションの

開発・販売、賃貸住宅

の管理など住まいに

関わる事業に加え、商

業施設等を含めた複合開発も実施してきました。また、ニュー

ジーランドにおいても賃貸住宅管理事業を展開しています。

　戸建住宅については、現在、オーストラリアは主要都市

の人口増加によって慢性的な住宅不足が社会課題となっ

ているものの、政策金利の高止まりにより、新規購入顧客

の買い控えが発生しており、当社では従来の注文住宅だけ

でなく、建売住宅を強化するなど事業強化を図っています。

　また、2023年から開始しているメルボルンでの超高層

賃貸住宅開発は、生活利便性に優れた好立地で、敷地内

緑化など環境にも配慮しており、2026年竣工に向け、工事

は順調に進捗しています。

欧州・他 ASEAN・南アジア 大洋州

モジュラー建築の世界展開も見据えた拠点拡大と 
生産体制の強化

日系企業の海外進出サポートと 
途上国のインフラ整備

慢性的な住宅不足への対応

難民向け住宅 アフォーダブル住宅 学生向け集合住宅

子会社フジタによるケニアモンバサ
港周辺道路開発プロジェクト

DMLP PhaseⅡ 
インドネシアにおける 

マルチテナント物流施設開発

オーストラリア ニューサウスウェールズ州
総区画数1,500区画超の 
大規模住宅用地開発プロジェクト
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環境行動計画とカーボンニュートラル実現のための移行計画
環境長期ビジョン「Challenge ZERO 2055」の実現に向け、気候変動・生物多様性保全・資源循環などのテーマにおいて、7つの目標およびそれぞれの2030年のマイルストーン
を策定。これらの実現に向けた具体的な戦略とKPIは、環境行動計画「エンドレス グリーン プログラム 2026」に落とし込み、調達、事業活動、商品・サービスの各段階で取り組
みを進めています。特に気候変動への対応では、ZEH・ZEH-M・ZEB率が着実に向上し、バリューチェーン全体のGHG排出量削減が2030年度目標を上回る水準で進捗しています。

（万t-CO2）

968

1,598

952

360

17

261

314

55

314

261

2015
（基準年）

2030
（目標）

（年度）

46.2%削減

70%
削減※1

63%
削減※1

216

23

232

389

860

2024
（実績）

■ サプライチェーン 
 スコープ3
 （購入資材の製造）

事業活動 
スコープ1・2

まちづくり 
スコープ3

（販売建物の利用）

サプライチェーン 
スコープ3

（購入資材の製造）

 スコープ3
（その他）

40%削減

2050年
カーボン

ニュートラル※2

2015～2030年度のアクション 2030～2050年度のアクション

 �既存施設における省エネ設備への更新
 �自社発電由来の再生可能エネルギーによる電力の再エネ化
 ��新築自社施設の原則ZEB化、太陽光発電搭載
 �全社用車のCEV化、建設重機の電化

 �建設重機・物流トラックのEV化
 �合成メタン・バイオ燃料の導入

 �原則、全棟ZEH・ZEB化
 �原則、全棟太陽光発電搭載  ��ZEH・ZEBの高度化

 �主要サプライヤーによるSBT水準のGHG削減目標の設定
 ��主要サプライヤーへの省エネ・創エネソリューションの提案
 �低炭素建材の採用推進

 �低炭素建材の採用拡大

■ カーボンニュートラル実現のための移行計画

バリューチェーン全体の温室効果ガス排出量の推移とアクション

※1 SBT（1.5℃水準）認定　※2 SBT（ネットゼロ）認定

気候変動の 
緩和と 
適応

資源循環・ 
水環境保全

自然環境 
との調和
生物多様性 

保全

▲56%▲59.8%

90%71.2%

▲44%▲56.5%

2,800件2,713件

90万m²71.1万m²

0.5%0.5%

▲54%▲58.1%
事業活動におけるCO₂の“ チャレンジ・ゼロ”

事業活動におけるGHG排出量削減率（2015年度比）

まちづくりにおけるCO₂の“ チャレンジ・ゼロ”

建物使用段階におけるGHG排出量削減率（2015年度比）

サプライチェーンにおけるCO₂の“ チャレンジ・ゼロ”

主要サプライヤーにおけるSBT水準の 
GHG削減目標設定率

水リスクの“ チャレンジ・ゼロ”

売上高あたりの水使用量削減率（2012年度比）

資源利用の“ チャレンジ・ゼロ”

資産有効活用促進件数

生物多様性損失の“ チャレンジ・ゼロ”

生態系に配慮した緑被面積（2022年度以降・累積）

森林破壊の“ チャレンジ・ゼロ”

調達木材におけるCランク木材比率

2024年度実績 2025年度目標基本方針とKPI重点テーマ

事業活動

事業活動

まちづくり

まちづくり

まちづくり

サプライ
チェーン

サプライ
チェーン
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気候変動に関するリスクと機会（TCFDへの対応）
当社グループでは、気候変動にともなう外部環境の変化に対し、その要因を「移行」と「物理的変化」に分類しています。そして、各要因について、発生しうる時間軸をふまえながら、
影響度（大・中・小）を評価基準として、重要なリスクおよび機会を特定しています。なお、「移行」が進む社会としては、持続可能な発展のもとで気温上昇を1.5℃未満に抑える「1.5℃
シナリオ」を、「物理的変化」が進行する社会としては化石燃料依存型の発展のもとで気候政策を導入せずGHG 排出量が最大となる「4℃シナリオ」を採用し、最も極端な状況
を想定しています。

リスク・機会

種類 内容 発生しうる 
時間軸 影響度 主な対応 経営戦略への反映

（KPIの設定）

リスク

移行 政策・法規制 

建築物省エネ法の規制強化にともなう 
仕様変更による原価増 短期 中 ZEH・ZEB仕様に対応した設計標準の見直しや、断熱性の向上とともに 

コスト低減を両立する建材・設備の技術開発を推進
ZEH・ZEB率
原則100％※2

カーボンプライシングの導入にともなう 
運用コストの増加 中期 小 新築自社施設のZEB化、既存施設への省エネ投資、再エネ利用の拡大

（EP100、RE100の推進）。クリーンエネルギー自動車の導入
エネルギー効率2倍※3

再エネ利用率100％※3

物理的 
変化

慢性 夏季の最高気温上昇にともなう施工現場での 
熱中症発症リスクの増大 短期 小 WBGT値のリアルタイム監視と注意喚起、遮光ネットや冷房設備の設置等、 

対策アイテムの充実化などによる熱中症対策の徹底
熱中症災害0件

（休業4日以上）※3

急性

気象災害による自社施設の損害発生および 
保険料の増加 短期 小 主要な事業拠点・商業施設等の災害リスク評価を実施し、 

防災マニュアルの策定や浸水対策を実施
リスク評価の完了・

対応策の実施※2

気象災害によるサプライチェーンにおける 
資材調達および工事遅延の影響 短期 小 サプライチェーンにおけるBCP策定、サプライチェーンの複線化

サプライヤー拠点における水災リスク調査等による供給体制の強靭化
主要サプライヤーの
水リスク調査完了※1

機会

移行 製品／サービス 温室効果ガス排出量の少ない住宅・建物の需要増 短期 中 ZEH・ZEH-M標準仕様の商品ラインアップ拡充や、
ZEBセミナーの定期開催による社内外の認知度向上

ZEH・ZEB率
原則100％※2

物理的 
変化 製品／サービス

再生可能エネルギーの需要増による 
環境エネルギー事業の拡大 短期 中 太陽光発電を中心とした再エネ発電設備の開発・運営を強化 EPC	 5,000MW

IPP	 2,500MW※2

気象災害に備えた住宅・建物の需要増 中期 中 太陽光発電・蓄電池・燃料電池を組み合わせた「災害に備える家」を販売。 
レジリエンス対応型のまちづくりの推進 —

発生しうる時間軸：短期（1年未満）、中期（～2030年ごろ）、長期（～2050年ごろ）
影響度：小（100億円未満）、中（100 億円以上1,000億円未満）、大（1,000億円以上）

※1 2026年度目標　※2 2030年度目標　※3 2025年度目標
  サステナビリティレポート 2025：TCFD・TNFDへの対応   P.49
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自然資本に関するリスクと機会（TNFDへの対応）
自然資本への依存・影響に基づき、関連する社会動向など外部環境の情報も参照したうえで、リスク・機会を特定しました。2024年度には、2つのシナリオを用いて、リスク・機会
の妥当性を検証するとともに、それぞれのシナリオ下で想定される発生時期（時間軸）と影響度を評価し、重要度の高いリスク・機会を特定しました。影響度の評価にあたっては、
定量的に財務影響の大きさを見込める項目はそれをもとに判断しています。一方で、定量化が難しい項目については、「ビジョン・経営戦略への影響」や「事業継続・サプライチェー
ンへの影響」「コミュニティへの影響」などの定性的な視点で評価しています。

種類 内容
ネイチャーポジティブシナリオ 自然衰退シナリオ

主な対応 経営戦略への反映
（KPIの設定）発生しうる 

時間軸 影響度 発生しうる 
時間軸 影響度

リスク

移行

政策 自然保護のための開発規制強化にともなう 
事業機会の減少 中期 大 — — 生物多様性ガイドライン・ABINC認証に基づく独自

のチェックリストにて生物多様性への配慮を確認 —

評判 資源調達を通じた自然への悪影響の懸念に 
ともなう評判の低下 短期 中 短期 小

木材調達調査を通じ、原産地の把握および 
高リスクエリアの木材使用削減を推進

調達木材における 
Cランク木材比率

0％物理的 
変化 急性・慢性 気候の変化や森林火災の増加、水不足等に 

ともなう木材供給量の低下 短期 中 短期 中

ビジネス 
機会 移行

製品／ 
サービス

緑化ニーズの高まりによる一棟単価向上と 
緑化事業の需要増 中期 中 — — 植栽の半数以上を在来種とすることを推奨。 

壁面や屋上緑化に関する技術開発の推進
生態系に配慮した
緑被面積100万㎡

市場 非住宅における木造建築市場の創出 中期 大 — — 延床面積3,000㎡未満の中小規模な事務所・店舗・ 
介護施設などへの木造・木質化提案の強化 —

自然保護 
機会 生態系の保護 社有地・自社施設における生物多様性保全

自然保護機会は、企業のビジネスに直接影響するもの
ではありませんが、生態系サービスの持続可能性にとっ
て重要と考え、機会として特定し戦略を策定しています。

全保有施設のうち、生物多様性にとって重要なサイト
を特定。管理保全計画を策定・実施

管理保全計画の
策定・実施率100％

  サステナビリティレポート 2025：TCFD・TNFDへの対応   P.49
注　KPIの設定はいずれも2026年度の目標

発生しうる時間軸：短期（1年未満）、中期（～2030年ごろ）、長期（～2050年ごろ）
影響度：小（100億円未満）、中（100 億円以上1,000億円未満）、大（1,000億円以上）主なリスク・機会
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